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第10次鳥取県廃棄物処理計画等（素案）について 
 

令和７年１月２３日 

自然共生社会局循環型社会推進課 

 

 

このたび、令和10年度までを目標年度とする次期計画「第10次鳥取県廃棄物処理計画」の策定に向け

て、鳥取県環境審議会等の意見を伺いながら計画の素案を作成したので、その概要を報告する。 

 

 

１ 計画の概要 
（１）位置付け  廃棄物処理法及び食品ロス削減推進法に基づく都道府県計画等 

（２）計画期間  令和６年度から令和10年度（５年間） 

（３）施策体系   

基本方針 主な取組 

循環経済（サーキュラー 

エコノミー）への移行 

・製品の設計から廃棄物の処理までの各段階の主体による取組の推進 

・気運醸成に向けた活動推進 

プラスチックの資源循環

の推進 

・プラスチック製品の環境配慮設計・製造の推進 

・販売・提供時の取組を通じた使用の合理化 

・分別収集・再商品化の推進 

食品ロスの削減 

・未利用食品の提供活動 

・食品関連事業者の取組への支援 

・普及啓発等による食品ロス削減の促進 

廃棄物の適正処理体制の

確立 

・廃棄物の適正処理の推進 

・不法投棄の撲滅 

・災害廃棄物等の適正処理体制の確保 

・ごみ処理の広域化・集約化 

※循環経済（サーキュラーエコノミー）とは 

         従来の3Rの取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を

生み出す経済活動であり、資源・製品の価値の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指す。 

（４）次期目標値 

 

区分 現状（R4実績） 次期目標（R10） 

一般廃棄物 

排 出 量 
198千トン 

（990） 

174千トン 

（930） 

リサイクル率 28.3% 33% 

最終処分量 12千トン 10千トン 

産業廃棄物 

排 出 量 628千トン 628千トン 

リサイクル率 73.3% 77% 

最終処分量 27千トン 23千トン 

プラスチック 
分別収集・再商品化 

実施市町村数 
５市町（R5） 19市町村 

食品ロス 食品ロス発生量 
19千トン（R3） 

（94.4） 

15千トン 

（80） 

 ※（ ）は１人１日当たりの量（g/人・日） 

 

２ 今後の予定 
  1/24～2/6   パブリックコメント 

  ２月中旬   環境審議会廃棄物・リサイクル部会 

         環境審議会 

  ３月末    計画策定・公表 
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１ 計画策定の趣旨等 

○この計画は、廃棄物処理法に基づき、本県の資源循環や廃棄物の処理の現状と課題を踏まえ環境への負

荷をできる限り低減する循環型社会の構築に向け、今後の本県における廃棄物処理等に関する基本的な

事項について定めるものです。 

○対象とする廃棄物は、廃棄物処理法に定める「一般廃棄物」及び「産業廃棄物」です。 

○目標年度は令和１０年度とします。 

○また、「鳥取県食品ロス削減推進計画」及び「鳥取県ごみ処理の長期広域化・集約化計画」としても位置

付けています。  

 

 

 

 

 

２ 廃棄物の現状と将来目標 

（１）一般廃棄物（ごみ） 

  古紙回収、一般廃棄物焼却施設の焼却灰の有効利用、全市町

村での小型家電の分別収集等、県民のリサイクル意識の向上に

よりリサイクル率は全国平均と比べて高水準で推移してい

ますが、一層、リサイクルを進め排出量を減らす必要がありま

す。 

  排出量の削減を図るため、食品ロス削減等の取組強化に加え、

粗大ごみ等のリユースの促進、広報・啓発等による可燃ごみの

削減等により、ごみ発生抑制に取り組みます。 

  これらの取組により、排出量を174千トンに削減するととも

に、リサイクル率は全国トップレベルの33％を目指し、最終処

分量の削減を図ります。 

（２）産業廃棄物（第１次産業を除く） 

  産業廃棄物の排出量は628千トンまで増加し、令和10年度は

650千トン排出されると推計されています。リサイクル率は、

がれき類等の再生利用が継続し、全国平均と比べて高水準を維

持しているものの、目標を3.7ポイント下回りました。 

  引き続き、多量排出事業者等へのきめ細かな減量リサイクル

の指導や、資源循環産業への支援を継続して行います。 

  これらの取組により、今後も増加が見込まれる排出量を、現

状レベルに抑制するとともに、最終処分量の多いがれき類、廃

プラスチック類、汚泥などの分別徹底やリサイクルをより

一層推進し、リサイクル率を向上させることにより、最終処分

量の削減を図ります。 

鳥取県廃棄物処理計画 概要版（素案） 

[第９次計画からの主な変更点] 
①取組の基本方針として、令和６年８月に国が策定した「第５次循環型社会形成推進基本計画」を踏まえ、 
「４Ｒ＋Renewable」の更なる成果を上げるため「循環経済(サーキュラーエコノミー)への移行」を柱建て
し、県民・関係者が連携して取り組むべき施策を取りまとめた。 

②排出量等の目標値は、令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン（R12終期）目標達成を前提とし、 
現状・現計画の目標値・人口減等を踏まえた予測値を基に、できる限り高い目標として設定した。 
また、新たに「プラスチック資源循環」及び「食品ロス削減」に関する目標を設定した。 
＜一廃＞ 〔排出量〕198千トン(R4実績)→ 174千トン(R10目標) 〔ﾘｻｲｸﾙ率〕28.3%(R4実績)→ 33%(R10目標) 
＜産廃＞ 〔排出量〕628千トン(R4実績)→ 628千トン(R10目標) 〔ﾘｻｲｸﾙ率〕73.3%(R4実績)→ 77%(R10目標) 
＜プラ＞ 〔分別収集・再商品化実施市町村数〕5市町(R5実績)→ 19市町村(R10目標) 
＜食ロス＞〔発生量〕19千トン(R3実績)→ 15千トン(R10目標) 

③平成10年に策定した「鳥取県ごみ処理の広域化計画」について、今後の人口や一般廃棄物の排出量等の 
予測などを考慮した上で、新たに「鳥取県ごみ処理の長期広域化・集約化計画」として廃棄物処理計画 
と一体的に策定した。 

-3-



 

 

 

３ 目標達成のための施策の方向と主な施策 

本県では、国が進めるリデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）の「３

Ｒ」に、廃棄物の元を断つ意味であるリフューズと、Renewable（再生可能資源への代替）を加えて、

「４Ｒ＋Renewable」を循環型社会形成の取組の柱として進めてきました。 

今後、更なる成果を上げるため、今計画から「循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行」を推

進し、持続可能な形で資源の効率的・循環的な有効利用にも取り組みます。 

この計画では、「持続可能な循環型社会の構築」を基本理念として、県民、ＮＰＯ、事業者、行政が

一体となって、次の４つの観点から、環境保全を前提としたより一層の循環型社会形成とこれを通じた

持続可能な社会の実現を目指します。 

 

（１）循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①設計・研究開発・製造から販売・使用段階までの取組 

  ☆リサイクル新技術・製品開発、施設整備への支援 （研究開発やインフラ整備への支援） 

  ☆多様な主体の連携・協働による循環経済ビジネスの掘り起こしや事業化促進 

  ☆鳥取県認定グリーン商品の普及拡大（県外展示会への出展等による県外への販路開拓支援） 

  ☆鳥取発のリサイクル技術等の事業拡大の推進 （県外・海外への事業展開支援） 

  ☆グリーン購入の推進 （再生可能資源への代替・環境負荷の低減） 

  ☆循環経済ビジネスによる製品やサービスの普及促進 （環境配慮商品の購入促進に係る啓発等） 

 ②排出・リサイクルの取組（一般廃棄物） 

  ☆リユースイベントやフリーマーケットの積極的な周知や普及啓発 

  ☆地域での資源ごみ回収の推進 （古紙、ペットボトル、衣服等の分別・資源化の意識高揚） 

  ☆地域の実情に応じた市町村の処理システムの推進 （高齢者・外国人人口増加への対応、リサイ

クル施設の整備、レアメタルの含有率が高い小型家電の回収） 

  ☆紙おむつの資源化の推進 （県内市町村への取組拡大） 

  ☆固形燃料（ＲＰＦ）化の推進 （紙くずや廃プラスチック類のＲＰＦ化促進） 

 ③排出・リサイクルの取組（産業廃棄物） 

  ☆多量排出事業者に対する指導の徹底 （戸別訪問による廃棄物処理計画への指導・助言等） 

  ☆適正管理等に関する普及啓発 （排出事業者向け研修会の開催） 

  ☆使用済太陽光発電設備（太陽光パネル等）の回収ルートの構築、リユース品の需要創出、リサイ

（３）プラスチックの資源循環 

  プラスチックごみの分別収集・再商品化の取組を全市町村に

拡大することにより、プラスチックの資源循環を図ります。 

（４）食品ロスの削減 

  食べ残し持ち帰り、３０・１０（さんまる・いちまる）食べ

きり運動などによる事業系食品ロス発生量の削減、広報・周知

による家庭系食品ロス発生量の削減とともに、１人１日当たり

の食品ロス量の削減も図ります。 

循環型社会の形成に向けて資源生産性・循環利用率を高める取組を一段と強化するためには、

大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済・社会様式につながる一方通行型の線形経済から、持続

可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用する循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行

を推進することが必要です。 

県民・事業者・自治体など様々な主体が参加する新たな循環経済の流れを生み出し、製品の適

切な長期利用やリユースを促進しながらその循環の輪を広げ太くしながら、県内経済の活性化や

県内産業の振興、県内課題を解決することで、持続可能な循環型社会の構築を実現します。 
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クルの推進など 

  ☆建設廃棄物のリサイクルの徹底 （建設リサイクル法に基づく監視指導） 

  ☆産業廃棄物処分場税による最終処分量の削減 （排出削減に対する経済的な動機付け） 

  ☆食品廃棄物の利用促進 （飼料化、肥料化、エネルギー回収等への転換を支援） 

  ☆家畜排せつ物の有効利用検討 （家畜排せつ物の敷料化等を検証） 

  ☆木質バイオマス等の利用推進 （木くずなど廃棄物系バイオマスの利活用を促進） 

  ☆下水道汚泥の資源化の推進 

 ④気運醸成のための各種活動 

  ☆実践活動団体等との協働 （生ごみの削減や雑紙の分別徹底、エコクッキングの普及啓発等） 

  ☆幼児期からの環境意識の醸成 （こどもエコクラブ等） 

  ☆小中学校における環境学習の実施 （出前講座、エコアイデアコンテスト等を含む） 

  ☆ＮＰＯ法人等と連携した環境学習の推進 （「とっとり環境教育・学習アドバイザー」や「環境

カウンセラー」等の派遣） 

  ☆身近な減量リサイクルの実践方法や廃棄物処理状況等の積極的な発信 （県ＨＰ、県ＳＮＳ等） 

 

（２）プラスチックの資源循環の促進 

 

 

 

 

 ①プラスチック製品の環境配慮設計・製造の推進 

  ☆プラスチック容器包装・製品の原料を切り替える取組などを含めた、県内企業の研究開発を支援 

 ②販売・使用時の取組を通じた使用の合理化 

  ☆製造事業者等に対し「プラスチック使用製品設計指針」を踏まえた取り組みの呼びかけ 

☆マイボトル・マイカップ、マイバック等の使用促進 

  ☆リユース容器への移行促進と定着 

 ③使用済みプラスチックの再資源化・再生利用 

  ☆拠点回収や事業者等による自主回収の効率的で持続可能な仕組みの構築 

  ☆回収された使用済みプラスチックの有効利用・再生利用 

 ④市町村によるプラスチックごみ分別収集・再商品化 

  ☆プラスチックごみの分別収集と再商品化に取り組む市町村に対する支援 

 ⑤県民・事業者意識の向上 

  ☆プラスチックごみ問題に関する環境学習・出前説明会等を通じ、県民意識の醸成 

  ☆事業者によるプラスチックごみゼロチャレンジの取組登録 

  ☆漁業系・農業用廃プラスチックの排出抑制と、再生利用や適正処理の推進 

  ☆陸域で発生する廃プラスチックの海域流出の防止 

 

（３）食品ロスの削減 ※「食品ロス削減推進法」による県食品ロス削減推進計画に相当する部分 

 

 

 

  

①教育及び学習の振興、普及啓発等 

  ☆食品ロスに係る県民への普及啓発 （幼児教育、食べきり運動、エシカル消費等） 

 ②未利用食品を提供するための活動（寄附食品）の支援等 

  ☆食品の取扱い等に係る国手引きの周知 

プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、製品の設計からプラス

チック廃棄物の処理までのライフサイクル全体に関わる、あらゆる主体によるプラスチックの資

源循環の取組を促進する措置を講じ、包括的な資源循環体制の構築を目指します。 

食品の生産から消費等に至る各段階において、日常的に大量の食品ロスが発生していることか

ら、それに関わる様々な主体との連携を図り、余剰食品等の有効活用などの取組により、食品ロ

ス削減を進めます。 
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  ☆フードドライブ・フードバンク活動への支援等による活動拡大の推進（子ども食堂等への提供） 

  ☆消費者と食品小売業・飲食店とのマッチングの検討 

  ☆災害時用備蓄食品の有効活用の推進 

 ③食品関連事業者等の取組に対する支援 

  ☆とっとり食べきり協力店の登録促進・公表 

  ☆流通段階での取組の見直し、適正な需要予測等による製造販売の取組の推進する事業者等の支援 

 ④表彰の実施 

  ☆食品ロス削減の取組に取組む事業者等表彰を実施 

 ⑤情報の収集及び提供 

  ☆先進的取組・優良事例の紹介 

 ⑥実態調査及び調査・研究の推進 

  ☆県内の食品ロス発生状況等を把握するための調査・研究の実施 （組成調査、意識行動調査） 

 

（４）廃棄物の適正処理体制の確立 

 

 

 

 

 

 ①廃棄物の適正処理の推進 

  ☆優良な処理業者の育成 （優良産業廃棄物処理業者認定制度の普及） 

  ☆マニフェスト制度による適正処理の推進 （電子マニフェストの普及促進） 

  ☆特別管理産業廃棄物の適正処理の推進 （低濃度ＰＣＢ廃棄物の掘起し、早期処分の推進） 

  ☆公共関与最終処分場の確保と監視・指導 （管理型最終処分場確保の取組み、県による特別な監

視・指導の実施） 

 ②不法投棄の撲滅 

  ☆不適切な不用品回収業者に対する監視指導と県民への注意喚起 

  ☆関係機関との連携強化による不法投棄防止対策 （連絡協議会、合同パトロール等の実施） 

  ☆多様な主体による監視体制の強化 （民間団体との通報協定締結、監視カメラ、不法投棄通報シ 

ステム等の活用） 

 ③災害廃棄物の処理体制の確保 

  ☆災害廃棄物の処理体制の確保 （市町村災害廃棄物処理計画策定・改定の支援（必要な情報提供

や助言）、平時の情報共有や図上訓練、仮置場設置・受入訓練等の実施による実効性のある協力

体制の構築、広域的な連携強化） 

 ④海岸漂着ごみの処理体制の確保 

  ☆海岸漂着ごみの処理体制の強化 

 ⑤ごみ処理の広域化、処理施設の集約化（「鳥取県ごみ処理の長期広域化・集約化計画」） 

  ☆2050年の広域ブロックや各ブロックにおけるごみ処理施設の整備計画などの整理 

 

４ 計画の推進 

○本計画の進行管理はＰＤＣＡサイクルにより行い、目標達成状況の定期的な検証と各種施策の継続

的な改善を図ることとします。 

 ○なお、今後の社会経済情勢の変化や廃棄物処理に関する法制度の改正等の内容によっては、計画期

間内であっても必要な見直しを行うものとします。 

市町村等の関係機関と連携して、不適切な廃棄物や不用品の処理の監視を徹底するとともに、

県民への注意喚起により、適正な資源のリサイクル推進を図ります。また、優良な処理業者等の

育成や廃棄物処理施設等に対する監視指導を徹底するとともに、不法投棄の撲滅や災害廃棄物の

処理体制の確保、ごみ処理の広域化・集約化に努めます。 
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鳥取県営住宅上粟島団地建替事業の入札不調について 

 
令和７年１月23日 

住 宅 政 策 課 

  
県営住宅上粟島団地の建替事業は、令和６年８月に調達公告し、応募のあった複数のグループに対して１次審

査（書面審査）を行い、今年１月９日に２次審査（プレゼンテーション）を行う予定としていましたが、参加意

向を示していた全グループが辞退したため、入札を中止しました。 

入札を辞退した複数の事業者等に対して、入札辞退に至った原因等についてヒアリングを行いましたので、そ

の概要について報告します。 

１ 事業者ヒアリングにより判明したこと 

余剰地活用、募集期間、建設コスト、応募条件等の問題が複合的に絡み、提案内容のレベルやコスト等につ

いて事業者間で調整して予算額の範囲内に収める時間的な余裕がなかったことが、入札不調の主な要因と考え

られる。 

 ＜余剰地活用＞ 

  ・余剰地活用への参画に前向きな事業者が少なく、応募グループの形成に時間がかかった、或いは、応募グ

ループを形成できず、応募を断念した。 

（余剰地を活用した事業を開始できるまでの期間が長いことがリスクとなり、敬遠された。） 

（余剰地活用の用途について、福祉施設など例示した用途以外のものについて、どこまで認められるか判

断しづらかった。） 

＜募集期間＞ 

  ・２次審査までの期間が短く、住棟規模など提案内容の見直しや、予算に収めるためのコスト削減の検討な

どを行う余裕がなかった。 

   （余剰地活用の検討やコストの調整等に時間を要した。） 

   （１次審査を経過した後でなければ、本格的な検討には向かえなかった。） 

   ※県が設定した提案書作成期間（１次審査通過から２次審査の提案書提出まで）：２か月 

＜建設コスト＞ 

・昨今の物価・人件費高騰などにより、当初の想定より大きく工事費が乖離した。 

（事業期間が長期にわたるため物価高騰リスクへの不安が払拭できず、工事費を抑えることが難しかった） 

 ※県は、物価高騰を踏まえ、事業費を20億円に増額して発注した。（R6当初予算時点の想定は17.8億円） 

 ＜応募条件＞ 

  ・事前ヒアリングでは、CLTの設計は県内で可能との意見であったが、実際には県内事業者に実績や知見が少

なく、設計時においては、実績を有する県外事業者が参画しないと実施が難しかった。 

２ 今後の対応 

  １月30日開催予定の県有施設･資産活用戦略会議に報告するとともに、今後の進め方について検討を進める。 

［参考１：今までの事業経緯］ 

年度 主な内容 

令和３・４年度 PFI導入可能性調査、基本計画策定 

令和５年１月 県有施設・資産活用戦略会議で、PFI（BT方式）での事業実施決定 

令和６年２月 第１回審査会（事業概要説明、実施方針等） 

３月 第２回審査会（実施方針、落札者決定基準（案）等） 

５月 実施方針、要求水準書（案）公表【5/24】 

６月 第３回審査会（入札説明書、契約書案、落札者決定基準等） 

７月 事業費予算議決 

８月 特定事業選定、調達公告開始【8/19】 

９月 １次提案書類〆切【9/30】 

１０月 第４回審査会（第１次選考、合格者の決定）【10/9】→複数の応募グループが通過 

   １１月 第５回審査会（入札説明書等に対する質問・回答、２次選考の進め方） 

   １２月 ２次提案書類〆切【12/20】 

参加意向を示していた応募グループ全社が辞退したため、入札を中止 

  ※２次審査の提案書提出期間：10月９日から12月20日まで  
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［参考２：上粟島団地建替事業の概要］ 

①事業方式：BT方式（Build-Transfer） 

               ※BT方式：民間事業者が公営住宅の設計・建設を行い、竣工時に県へ所有権移転する方式 

   ②事業範囲：建替整備業務（設計・建設業務等）、余剰地活用業務（応募グループによる提案事業） 

    ③施設要件：建替住棟の戸数を60戸とし、多様な居住ニーズに対応する間取りを設定（１～４DK、車い 

す住戸）。その他、太陽光設備や付帯施設（倉庫、駐車場等）の要件を設定。 

   ④余剰地活用等：余剰地面積は、1,000～2,000 ㎡とし、応募グループが県から購入。余剰地の活用方法につ

いては、入居者や周辺住民の高齢者福祉、生活利便施設、良質な住宅等の整備に関する提案

を求める。   

   ⑤想定事業費:2,007,598千円（税込） 

   ⑥事業期間：契約締結日の翌日から令和12年３月31日まで 

-8-



令和７年1月23日

【新規分】 生活環境部

主務課 工　事　名 工事場所 契約の相手方 契約金額 工　期 契約年月日 入札方式

令和6年12月27日 令和6年12月27日

自然共生社会局 住友重機械エンバイロメント株式会社 296,890,000円 ～令和8年3月13日

水環境保全課 広島支店 （予定価格）

支店長　窪田　太 300,749,900円

令和6年12月27日 令和6年12月27日

〃 東芝プラントシステム株式会社 123,310,000円 ～令和8年3月13日

中国支店 （予定価格）

支店長　権藤　圭生 123,318,800円

一定額以上の工事又は製造の請負契約の報告について

天神浄化センター水処理設備改築工
事（機械設備15）

制限付
一般競争入札

（１社）
東伯郡
湯梨浜町
はわい長瀬

天神浄化センター水処理設備改築工
事（電気設備34）

東伯郡
湯梨浜町
はわい長瀬

制限付
一般競争入札

（１社）
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